
平成１３年度　東京都監理団体経営目標及び達成状況

＜公益法人＞

1 人権問題研修講師の出講回数 130回 179回
インターネットホームページアクセ
ス１件当たり事業費

50円 20円
人権問題研修講師の出講による収入
額

3,172千円 4,501千円 事業の見直し 啓発手法の調査 実施

2
インターネットホームページアクセ
ス件数

45,750件 100,047件
人権問題研修講師出講１回当たり
経費

26,300円 7,151円 補助金額 182,100千円 169,446千円 固有職員人事・給与制度 自己申告制度の導入 実施

3
自己収支比率
（都からの受託を除く団体事業）

5.77% 6.34%

1 ヘリ・コミューターの搭乗率 54.4% 54.5% ヘリ・コミューターの営業係数 248 261 運用財産利息収入額 113,300千円 147,799千円 栽培漁業ｾﾝﾀｰの移管 移管案の決定 実施

2 特産品展示販売売上高 72,450千円 88,647千円
特産品展示販売事業の収支差額・
収支比率

▲1.923万円
以内
79.0%

　▲737万円
93.8%

自己収支比率 60.5% 62.0% 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の改正 一部実施

3 郵便物等輸送収入額 16,225千円 18,439千円 事業の見直し 植木賃貸事業の一部廃止 実施

4 事業の見直し 競争入札の実施 実施

1
電話交換受託経費
（受託経費の削減）

445百万円 432百万円
電話交換受託経費の職員１人当た
りの経費

6,095千円 5,914千円 基本財産額中の独自財源比率 11.7% 11.7% 執行体制の簡素効率化 都派遣職員の削減等 実施

2
自動車税窓口業務等受託経費
（受託経費の削減）

383百万円 383百万円
公開実務研修の受講者１人当たり
経費

8,972円 8,946円 管理費 109百万円 91百万円 事業の見直し 人材派遣業の申請と事業展開 実施

3
軽油分析受託事業の効率化
（平均単価）

2,400円 2,374円 事業の見直し 都・区市町村向け事業の充実 実施

4
公開税務実務研修の拡大
（粗利益）

1,585千円 1,743千円 事業の見直し 都民向け事業の充実 実施

1 年間研修参加者数（主催） 1,500人 1,651人 研修事業における負担金収入率 15％以上 17.6% 管理費比率・額
2.9%

242,838千円
1.7％

232,153千円
執行体制の簡素効率化

統合のための両団体協議会の設
立

実施

2 教育振興資金の貸付額 3,000百万円 4,425.6百万円 資金運用収入額 9,422千円 4,981千円 事業の見直し
授業料軽減補助事業の都からの
移管

実施

3 賛助会員校数 1,170校 1,154校 事業の見直し 経営相談事業の拡充 実施

4 執行体制の簡素効率化 電子申込制度の導入 実施

1
フォーラム事業の収入額
（フォーラム事業目標収入額の着
実な達成）

56.8億円 62.0億円
フォーラム会計従事職員１人当たり
の収入額

113,600千円 124,018千円 正味財産比率 50.0% 49.5% 固有職員人事・給与制度
独自の人事・給与制度の考え方
を確立等

実施

2
フォーラム事業の収支差額（備品
更新費用計上前）

3.3億円 4.0億円
国際交流・協力事業の波及効果１
人当たり経費

2,554円 1,688円 自己収支比率 90.3% 100.3% 事業の見直し
歴文財団所管の国際交流事業
の当団体への一元化等

実施

3
国際交流・協力事業の波及効果者
数

113,000人 142,642人
管理費比率
（フォーラム運営事業）

88.0% 82.0% 経営責任の明確化 民間人材の登用等 一部実施

1 展覧会の年間観覧者数 189.5万人 226万人 施設の収支比率 23%以上 29.0%
団体主催事業における自己収支比
率

45%以上 75% 事業の見直し
文化４施設の管理運営受託に向
けた検討及び準備

実施

2 展覧会以外の年間利用者数 25万人 28万人 観覧者１人当たり総経費 2,529円 1,919円 収益（付帯）事業収入 353百万円 436百万円 事業の見直し
庭園美術館の収益拡大策の実
施

一部実施

3 施設の管理費比率 70%以下 67% 事業の見直し
江戸東京たてもの園の管理運営
方法の改善

実施

4 その他 顧客満足度調査の実施等 一部実施

費 用 対 効 果

(財)東京都歴史文化財団

○

◎

財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

指 標 名

◎

評価

6

団  体  名
成　果

指 標 名 目 標 値

○

◎

実績 細 項 目 実績

1 (財)東京都人権啓発センター

目 標 値 実績 項　目指　標　名 目 標 値 実績

2 (財)東京都島しょ振興公社

3 (財)東京税務協会

4
(財)東京都私立学校教育振興
会

5 (財)東京国際交流財団

◎



1
①土地供給面積
②土地貸付面積

①2.9ha
②3.59ha

①4.6ha
②3.59ha

①区画整理事業及び②下水道事
業における人件費比率

①63%
②50%

①81%
②49%

長期借入金残高 13,410百万円 13,000百万円 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 実施

2
①区画整理受託面積
②下水道施工延長

①726.3ha
②58.9㎞

①726.3ha
②69.6km

管理費に対する有効活用収入の
割合

2.9 3.0
管理費総額
（退職手当、公租公課等を除く）

3,510百万円 3,336百万円 執行体制の簡素効率化
組織のスリム化・ＩＴ導入による事
務の効率化

実施

3
まちづくり支援センターの年間利用
件数

500件 611件

1
城南島廃棄物処理施設（エコプラ
ント）産業廃棄物年間受入量

58,700ｔ 82,839ｔ
城南島廃棄物処理施設（エコプラ
ント）の売上に占める経費割合

90% 87.9%
城南島廃棄物処理施設（エコプラン
ト）の経常収支比率

88.3% 98.7% 執行体制の簡素効率化 職種の大括り化 実施

2 河川清掃１㎞当たり経費 21,535円 20,937円
基本財産運用利回り
（運用益収入の増加）

0.3% 0.31% 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 実施

3 自己収支比率 91.3% 92.6% 収集運搬事業の再構築
収集運搬事業の収支均衡及び
段階的縮小

未実施

4
管理費比率
（管理経費の抑制）

4.0% 3.9% 新規事業の検討
新規事業の調査・研究及び執行
体制の見直し

一部実施

1
福祉機器適合・開発等にかかる技
術支援件数

300件 418件
福祉機器総合センター来場者１人
当たり運営経費

1,314円 1,352円 自己収支比率 30%以上 32.5% 既存事業の抜本的見直し 既存事務事業の全般的見直し 実施

2
いきいきらいふ推進センター情報
サービス利用件数

140,000件 111,455件
管理費比率
（一般管理費の削減）

6%未満 6.1% 財団組織廃止への対応
財団組織廃止にかかる課題への
対応

実施

3 固有職員人事・給与制度
事業の抜本的見直しと整合性が
図れるよう調整

実施

1
都民・行政ニーズを踏まえた研究
体制の見直し

ー 実施
研究員１人当たり論文・学会等発
表数

7.0件 7.9件 自己収支比率 4.5% 4.8% 執行体制の簡素効率化
高齢者総合情報センター（仮称）
の設置

実施

2
長期プロジェクト研究課題数
（社会ニーズによる長期プロジェク
ト研究の推進）

２課題 ２課題
研究員１人当たり外部研究費受入
額

1,800千円 2,196千円 管理費比率 7.7% 7.6% 固有職員人事・給与制度 独自の人事・給与制度の導入 一部実施

3 外部研究費受入額 250,000千円 307,545千円
【参考】外部研究費を含めた自己収
支比率

9.3% 11.5%

4 公開講座等参加者数 2,000人 2,801人

5 ポジトロンCT検査数 340件 531件

1 利用者本位のサービス提供 － 実施
児童養護施設利用者１人当たり運
営経費（平均月額）

633千円 592千円 自己収支比率 1.48% 1.65% 固有職員人事・給与制度 独自の人事・給与制度の導入 実施

2
デイサービス実施人員
（地域支援事業の充実）

49人 56人
障害施設利用者１人当たり運営経
費（平均月額）

892千円 864千円 管理費比率 16.41% 16.93% 事業の見直し
民間移譲等を含む施設運営の展
開

実施

3
東京都社会福祉総合学院の平成１
４年度入学生数
①研究科②通信科

①  80人
② 200人

①  68人
② 219人

1
地域病院診療収益（対前年度伸び
率）

3.0% 2.2% 医業収益100対医業費用の比率 111.6 105.9 自己収支比率 86.0% 85.3% 固有職員人事・給与制度 人事給与制度の見直し等 実施

2 登録医数の増 48人 101人 管理費比率 2.0% 1.7% 事業の見直し
経営努力が反映する補助方式の
導入

実施

3

実績目 標 値 実績 項　目 細 項 目

財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況
評価

指　標　名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名
団  体  名

成　果 費 用 対 効 果

(財)東京都保健医療公社

◎

◎

○

◎

◎

7 (財)東京都新都市建設公社

8 (財)東京都環境整備公社

9 (財)東京都地域福祉財団

10 (財)東京都老人総合研究所

11 (社福)東京都社会福祉事業団

12 ◎



1
がん検診センター受診者数（一次
／一般・精密）

159,270人 149,726人
がん検診受診者１人当たり運営経
費

14,423円 14,757円
都補助金削減率
（対前年度比）

7.5％減 11.9%減 事業の見直し
財団組織の統合に向けた取り組
み

実施

2
健康づくり推進センター実践指導
参加者数

22,700人 34,127人
健康づくり推進センター利用者１人
当たり運営経費

13,468円 11,629円 自己収支比率 45.6% 45.6% 固有職員人事・給与制度 人事・給与制度の見直し 実施

3
地域支援モデル事業実施区市町
村数

３市町 ３市町 管理費比率 5.8% 5.4%

4
健康づくり及びがん検診に関わる
人材養成事業対象者数

4,440人 3,785人

1
特定研究課題数
（行政・臨床ニーズによる特定研究
の推進）

10課題 10課題
研究員１人当たり論文・学会等発
表数

5.9件 6.3件 外部研究費を含めた自己収支比率 17.1% 19.0% 固有職員人事・給与制度 独自の人事・給与制度の導入 実施

2 外部研究費受入額 1,063百万円 1,187百万円
研究員１人当たり外部研究費受入
額

3,474千円 4,239千円 自己収支比率 3.6% 3.3% 執行体制の強化と簡素効率化 本部機能の強化等 実施

3 公開講座等参加者数 7,500人 6,769人 管理費比率 3.0% 3.1% 事業の見直し 民間との共同研究の推進等 実施

4
外部評価実施課題数
（外部評価制度の活用）

162課題 169課題

1 展示ホールの稼働率 58.0% 60.2%
会場運営事業収入に対する会場
運営事業費比率

70.0% 67.2% 収益的収支差額 700百万円 505百万円
（株）東京国際貿易センターとの
統合

総合推進計画に基づく統合の実
現

実施

2
共用スペース等を活用した広告料
等収入

60,000千円 67,408千円 収益的収入における管理費比率 8.7% 8.3% 固有職員人事・給与制度 一時金に業績評価結果反映 実施

3 固有職員人事・給与制度 常勤嘱託職員退職金の廃止 実施

1 求人開拓数 24,000人 20,850人 求人開拓１人当たりの所要経費 4,594円 4,522円 管理費 241,748千円 229,087千円 固有職員人事・給与制度
自己申告制度・業績評価制度の
導入等

実施

2
事業の見直し及び執行体制の
簡素効率化

城北福祉センターとの重複業務
の整理等

実施

3

1 公社事業利用延企業数 21千社 33.3千社
公社事業利用企業1社に対する経
費

23千円 20.2千円
自己収支比率
（臨時的収入（基金造成費等）を除く）

47.8% 43.1% 固有職員人事・給与制度 定期昇給の55歳停止等 実施

2 設備貸与実績額 1,750百万円 855百万円
設備貸与額1億円当たりの事業経
費

36,000千円
以下

88,928千円
管理費比率
（臨時的支出（基金造成費等）を除く）

7.7% 7.7%
（財）東京都勤労福祉協会との
統合

統合に向けての推進計画 実施

3 施設利用率 68% 70% 職員1人当たり施設使用料収入額 25,300千円 27,095千円 執行体制の簡素効率化
中小企業会館管理運営の委託
拡大等

実施

4 その他
研修等による公社人材の計画的
育成

実施

1 就職者数（かっこ内は就職率）
35人
（80%）

38人
(86%)

生徒１人当たりの運営経費
5,000千円

未満
4,935千円 管理費比率（かっこ内は管理費)

54.8％
（17,151万円）

56.5%
(16,730万円)

事業の見直し
入所者数及び就職者数の増加
施策

実施

2 固有職員人事・給与制度 固有職員人事・給与制度の改革 実施

3

1 シルバー人材センターの会員数 70,500人 70,042人
人材開発コース（シルバー向け）１
人当たりの平均経費

55,000円 51,751円 管理費比率 21.0% 19.4% 固有職員人事・給与制度
自己申告・業績評価制度の導入
等

実施

2 就職者数（年間） 5,090人 5,128人 就職者1件当たりの経費 165,000円 157,356円
総収入に対する自主財源比率（かっ
こ内は自主財源額）

0.90％
（23,867千円）

0.91%
(25,907千円)

その他 管理職の降格制度導入 実施

3 事業の見直し 資料サービス室の廃止 実施

実績目 標 値 実績 項　目 細 項 目指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名
団  体  名

成　果 費 用 対 効 果 財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

指　標　名 目 標 値 実績

14 (財)東京都医学研究機構

15 (社)東京国際見本市協会

◎

○

○

◎

◎

○

△

評価

13 (財)東京都健康推進財団

(財)山谷労働センター

17 (財)東京都中小企業振興公社

19
(財)東京都高齢者事業振興財
団

18
(財)東京都心身障害者職能開
発センター

16



1
健康管理・余暇活用事業加入企業
数

1,000社 923社
健康管理・余暇活用事業の利用者
1人当たりの事業経費

500円未満 502円 管理費比率 51.0% 49.7%
事業の見直し、経営責任の明
確化、執行体制の簡素効率化

（財）東京都中小企業振興公社と
の統合を見据えた事業の再構築

実施

2 講座受講者数 1,780人 1,499人
講座受講者1人につき団体が負担
する経費の額

315円未満 ▲659円 自己収支比率 27.4% 27.3% 固有職員人事・給与制度
（財）東京都中小企業振興公社と
の統合を踏まえた自己申告制
度・業績評価制度の導入

実施

3 火災共済加入企業数 500社 505社
火災共済総収入に対する人件費
負担割合

30.4% 35.9%

1 分収育林新規契約面積 20.0ｈａ 19.2ｈａ
分収育林事業費の1ｈａ当たりの対
価

500千円 493千円
管理費比率（かっこ内は管理費削減
額）

10.9％
（16百万円）

11.9%
（16百万円）

固有職員人事・給与制度
自己申告･業績評価制度の導入
等

実施

2
農地保有合理化事業の年間取扱
面積

100ｱｰﾙ 117ｱｰﾙ 苗木１本当たりの堀取り運搬経費 410円未満 426円
総収入に対する自主財源比率（ただ
し、緊急雇用対策経費を除く）

50.0% 49.6% 栽培漁業センター事業 14年度移管に向けた取組み 実施

3
後継者組織の自主研究活動の年
間助成数

14ｸﾞﾙｰﾌﾟ 14ｸﾞﾙｰﾌﾟ

1
訪都外客者数
（かっこ内は対前年度増加数）

297万人
（20万人）

267万人
（1万人）

会員等との共同事業の事業費に占
める参加費、協力費の割合

23%以上 24.4%
団体企画事業の自己収支比率（受託
事業を除く総事業費に占める会費、
事業収入等の自主財源の割合）

54%以上 54.5% 事業の見直し 関連収益事業の拡大 実施

2
コンベンション誘致における誘致交
渉件数①と東京開催内定・確定数
②

①165件
②　45件

①165件
②　45件

コンベンション誘致１件当たりの事
業費

822千円 824千円 管理費比率 51.7%以下 51.6% 事業の見直し
利用料金制導入に向けた体制整
備

実施

3
広報宣伝ツール作成費に占める広
告料収入の割合

10%以上 10.4%

1 公社一般賃貸住宅家賃総収入 37,365百万円 37,375百万円
従事職員１人当たり家賃収入額
（公社一般賃貸住宅）

381百万円 381百万円 事業損益 818百万円 1,028百万円 事業の見直し 都営住宅関連事業受託 実施

2 公社一般賃貸住宅建替事業戸数 400戸 408戸
公社一般賃貸住宅建替事業１戸当
たり経費

11,227千円 11,225千円 自己収支比率 59.9% 61.1% 執行体制の簡素効率化 支社間競争の導入 未実施

3
都営住宅管理受託事業・居住者
サービスの向上
（アンケート調査の実施）

ー 実施 管理費比率 0.54% 0.45% 固有職員人事・給与制度 独自の人事・給与制度の導入 実施

4 保有用地処分額 686百万円 897百万円 その他 経営計画の策定等 一部実施

1
住宅性能保証登録戸数
（住宅性能保証制度の普及促進）

10,000戸 10,289戸
住宅性能保証業務従事職員１人当
たり処理件数

4,000件 4,116件
自己収支比率（自主財源の確保によ
る財政基盤の強化）

80% 82% 固有職員等の人事・給与制度 固有職員等の処遇の見直し 実施

2
建築確認・検査業務件数
（建築確認・検査業務の拡充）

90件 134件 建築確認業務１件当たり経費 464千円 153千円 管理費比率 5.6% 5.9% 執行体制の簡素効率化 都派遣職員の計画的削減 実施

3
モデル街区共同建替推進事業対
象地区数
（木造密集地域の整備促進）

３地区 ５地区
建築材料試験業務等従事職員１人
当たり収入額

22百万円 23百万円 事業の見直し 不動産相談業務の廃止 実施

1 有料入園者の客単価 875円 848円 売上高営業利益率（収益事業） 6.0% 6.0% 公益事業への繰入金額 110,000千円 145,000千円 事業の見直し
売改札・案内・維持補修業務の
受託の拡大等

実施

2 教育活動登録会員数 8,300人 8,454人 教育活動登録会員１人当たり経費 3,489円 2,931円 収益事業の収支比率 101.6% 101.6% 固有職員人事・給与制度
自己申告・業績評価制度の導入
等

実施

3 ガイドツアー参加者数 43,700人 58,124人 ガイドツアー参加者１人当たり経費 1,873円 1,155円 収益事業の管理費比率 42.5% 43.0%

1 公園・庭園等の管理受託経費 8,189百万円 7,984百万円
公園・庭園等管理受託事業に従事
する職員１人当たりの人件費

5,300千円 5,298千円
正味財産額
（正味財産の増額）

1,190百万円
（17百万円）

1,564百万円
（333百万円）

事業の見直し 直営公園の受託の拡大 実施

2 収益３事業の収入額 2,100百万円 2,569百万円 収益３事業の収支比率 100% 103% 収益事業の経常収支比率 104% 111% 事業の見直し 霊園の使用者募集業務の受託 実施

3 公益事業の拡充 100百万円 143百万円
「緑と水」の市民カレッジ事業の事
業収入割合

50% 40% 収益事業の管理費比率 15% 14% 固有職員人事・給与制度 定期昇給の55歳停止等 実施

評価
指　標　名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績

団  体  名
成　果 費 用 対 効 果 財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目 細 項 目 実績

○20 (財)東京都勤労福祉協会

24

◎

○

◎

◎

◎

◎

21 (財)東京都農林水産振興財団

22
(社)東京ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ･ﾋﾞｼﾞﾀｰｽﾞ
ﾋﾞｭｰﾛｰ

23 東京都住宅供給公社

(財)東京都防災・建築まちづく
りセンター

25 (財)東京動物園協会

26 (財)東京都公園協会



1
直営駐車場の時間制利用台数
（駐車場の利用促進）

3,300,000台 3,356,675台
１人当たりの営業利益（収益事業）
（営業利益の向上）

154万円 259万円
自己収支比率
（自律性の確保）

88.5% 93.1% 事業の見直し
都立病院等駐車場からの順次撤
退など

実施

2
駐車場情報（位置情報① 満空情
報②）の提供
（駐車場情報化の強化）

①2,500場
②　50場

①3,214場
②208場

１人当たりの管理台数（駐車場の
整備促進と管理運営の効率化）

45台 45台
管理費比率
（管理費の削減）

12.3% 12.0% 執行体制の簡素効率化 組織のスリム化・定数削減など 実施

3 基本財産の増額 2,000万円 2,000万円 固有職員人事・給与制度
能力、業績が適正に反映される
制度

実施

1 有料道路事業収入 1,463百万円 1,280百万円
有料道路通行車輌１台当たりの維
持管理費

53円 53円 維持管理費比率 26.4% 26.8% 事業の見直し
稲城大橋・ひよどり山有料道路
の一元管理による経費節減

実施

2 受託事業における用地取得件数 49件 67件
駐車１時間・１台当たりの維持管理
費

167円 190円 収支率 55.6% 58.2% 執行体制の簡素効率化 駐車場公社との管理部門統合 実施

3 附帯事業収入 5,981千円 6,205千円 一般管理費比率 6.2% 8.5%

1
船舶貨物の誘致及び調査活動に
係る訪問先企業数

42ヶ所 63ヶ所
船舶貨物の誘致及び調査活動に
係る１訪問先当たりの事業費 140千円 18千円 経常収支差 14百万円 21百万円 事業の見直し 東京みなと館のＰＲの強化 実施

2 東京みなと館年間入館者数 35,500人 35,166人
運営従事者１人当たりの入館料収
入額

943千円 881千円
自主財源の確保のための収益事業
（駐車場の年間収入額）

22,340千円 36,395千円 港湾施設の管理委託集約化
港湾施設管理の東京港埠頭公
社への移管等

実施

3 固有職員人事・給与制度 退職金支給対象を在職３年以上 実施

4 情報公開等 インターネットによる情報公開 実施

5 経営責任の明確化
都OB役員の６５歳定年制の徹底
等

実施

1 外貿埠頭稼働率 100% 100%
管理経費比率（外貿埠頭事業：修
繕費、固定資産税等を除く）

10.18% 10.79%
自己収支比率
（大井再整備事業、建設残土関係事
業を除く）

75.0% 77.0% 固有職員人事・給与制度 固有人事・給与制度の再検討 実施

2
大井コンテナ埠頭再整備事業の着
実な執行

82% 82%
管理人員1人当たりの収入額（若洲
海浜公園ゴルフ場）

48百万円 53百万円
管理費
（本部管理費）

1,285百万円 1,280百万円 事業の見直し
都が港湾振興協会に委託してい
る事業の集約

実施

3
若洲海浜公園ゴルフ場の年間利用
者数

58,000人 58,250人
管理人員1人当たりの管理経費（若
洲ゴルフ・ｷｬﾝﾌﾟ場を除くその他の
有料施設公園）

26百万円 25百万円
収支比率（利用料金制度・若洲海浜
公園）

100% 103.4% 経営責任の明確化
都ＯＢ役員の原則６５歳定年制の
実施

実施

1 スポーツ少年団大会参加者数 1,700人 1,557人
都民体育大会等の参加者１人当た
り経費（都負担額）

1,450円 1,158円 賛助金による自主財源の確保 9,500千円 10,215千円 その他 公益法人会計基準の整備 実施

2 国民体育大会派遣選手数 900人 798人 選手強化費１人当たり経費 45千円 43千円 団体主催事業等の自己収支比率 40.0% 41.8%

3 管理費比率 12.0% 11.5%

1 演奏会における年間入場者数 190,000人 171,321人 入場者１人当たりの事業費 8,440円 9,786円 自己収支比率 30.0% 32.2% 固有職員人事・給与制度 給与制度の抜本的見直し 一部実施

2 事業収入 497,060千円 506,411千円 楽員１人当たりの事業収入 4,812千円 4,917千円 事業収支 24,603千円 27,545千円 事務局執行体制の効率化 営業部門の強化 実施

3 管理費比率 70%未満 62.8%

1 財団主催事業数 140 140 施設の収支比率 26.0% 26.2% 協賛金による財源確保 80,000千円 80,161千円 固有職員人事・給与制度
固有職員の人事給与制度の見
直し

実施

2 体育施設の施設稼働率 70.0% 72.0% 受託施設の㎡当たり維持管理経費 14,400円 13,508円 財団主催事業の自己収支比率 75.0% 74.8%

3
文化施設の利用者数（財団自主事
業）

200,000人 208,413人 管理費比率 74.0% 73.1%

項　目 細 項 目 実績

経 営 改 善 計 画 達 成 状 況
評価

指　標　名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値

成　果 費 用 対 効 果 財　務

実績

△

△

◎

◎

○

◎

◎

29 (社)東京都港湾振興協会

27 (財)東京都駐車場公社

団  体  名

30 (財)東京港埠頭公社

33 (財)東京都生涯学習文化財団

32 (財)東京都交響楽団

31 (財)東京都体育協会

28 東京都道路公社



1 年間活動人員数 1,137,500人 1,137,472人
自主防災組織等の活動人員1人当
たりの指導育成費

1,150円 1,075円
収益事業収入

105百万円 81百万円 事業再編
自主防災組織等の指導育成事
業の移管

実施

2 広報印刷物の頒布数 75,500部 75,500部
ポスター等印刷物の1件当たり経
費

34.5円 34.7円 自己収支比率 15.7% 15.1% 事業の見直し 団体事業の効率化 実施

3 管理費比率 13.0% 12.0% 固有職員人事・給与制度 給料表の見直し 実施

1
防災業務関係者の育成指導人員
数

59千人 57千人
防災業務関係者１人当たり運営経
費

9,860円 9,211円 出版事業に係わる収支比率 120% 113% 固有職員人事・給与制度
特別昇給の廃止、退職金支給率
の見直し

実施

2 消防博物館、防災館の来館者数 312千人 313千人
消防博物館、防災館の来館者１人
当たり運営経費

1,910円 1,874円 自己収支比率 30.0% 32.7% 事業再編
自主防災組織等の指導育成事
業の受託

実施

3 防災関係図書の販売数 170千冊 177千冊 管理費比率 18.4% 17.9% 事業見直し
団体からの委託には原則として
競争入札を導入

実施

1 患者等搬送サービス事業収入 　15,120千円 15,219千円 搬送１件当たり経費 4.6万円 5.3万円 自己収支比率 45.1% 58.3% 固有職員人事・給与制度 退職金支給等の見直し 一部実施

2 救急関係図書・資器材の販売額 4,100万円 4,647万円
職員１人当たりの救急関係図書・
資器材の販売額

110.8万円 125.6万円 管理費比率 25.8% 24.5% 事業の見直し
都立八王子小児病院ドクター
カー運行業務の受託見直し

実施

3 執行体制の簡素効率化 職層のくくり（７層→５層） 実施

細 項 目 実績
評価

指　標　名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績
団  体  名

成　果 費 用 対 効 果 財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目

○

○

○

(財)東京救急協会36

34 (財)東京連合防火協会

35 (財)東京防災指導協会



＜株式会社＞

1
運輸収入の対前年度伸び率
※下段（　）内は収入額

5%
（5,230百万

円）

10.1%
(5,556百万円)

社員１人当たりの運輸収入の対前
年度伸び率
※下段（　）内は収入額

5％
(24百万円）

11.1%
(26.1百万円）

運輸収入に対する人件費負担割合 32.0% 29.1% 固有職員人事・給与制度 定期昇給５５歳停止など 実施

2 安全運行の確保 無事故 無事故 営業係数（減価償却前） 80.0 62.2 経常収支比率（減価償却前） 79.0% 109.0% 事業の見直し 車体広告の実施 実施

3
付帯事業収入の対前年度伸び率
※下段（　）内は収入額

5%
（124百万円）

5.3%
(163百万円)

1 第二期線建設工事の進捗状況

シールドトン
ネル掘削及び
駅部の躯体
構築完了

完了 営業係数（減価償却前） 88.0 95.9 営業利益（減価償却前） 375百万円 106百万円 固有社員の人事・給与制度
固有社員の人事・給与制度の構
築

実施

2 運輸収入 2,790百万円 2,330百万円

3 安全運行 無事故 無事故

4 関連事業収入 290百万円 294百万円

1 工事着手率（延長） 100% 100% 建設費の縮減 － 実施 役職員1人当たり物件費
6,085千円

以下
4,748千円 本社の人事・給与制度の構築 給与制度設計など 未実施

2 鉄道用地の確保 100% 98%
開業後の経営効率化方策の検討
等

－ 実施 資金の効率的運用 900百万円 813百万円

3 開業の準備 － 実施

4 イメージ戦略の推進 － 一部実施

1 発生土取扱土量 115万㎥ 133万㎥
発生土１㎥あたりの処理コスト（Ⅰ
型管理外注費）

500円 485円 当期利益 黒字確保 111百万円 事業の見直し
㈱沿岸環境開発資源利用セン
ターとの統合

実施

2

3

1 熱販売量
685,605ＧＪ

(ｷﾞｶﾞ･ｼﾞｭｰﾙ)
654,309GJ 社員１人当たりの熱販売量 17,140ＧＪ 16,777GJ 経常収支比率 101.3% 100.3% 執行体制の簡素効率化

支社・管理事務所ごとの経営成
績の明確化

一部実施

2
新規大口需要家（東京交通会館）
への熱供給開始

１件 1件 販売熱量当たりの原材料費用 1.79円/ＭＪ 1.87円/ＭＪ 自己資本比率 7.2% 7.1% 事業の見直し
プラントごとのコストが明確となる
会計方法の導入

実施

3
新規大口需要家の加入促進Ⅰ（東
京高速道路）

１件 0件 営業収入に対する人件費比率 10％未満 9.5％
次期繰越利益
（経営の安定化）

39百万円 23百万円

4
新規大口需要家の加入促進Ⅱ（有
楽町駅前地区）

１件 1件

1 ビル賃貸事業のテナント入居率 95%以上 95.9%
賃貸事業利益率（賃貸事業に係る
売上高営業利益率）

2.6％以上 ▲2.2％ 営業利益
1.4億円

以上
▲3.3億円 固有職員人事・給与制度 制度の検討・試行・一部実施 実施

2
賃貸事業費（ただしサブリース料を
除く）

59.7億円以下 61.8億円 社員1人当たり営業収入 234百万円 226百万円 一般管理費
480百万円

以下
382百万円

（社）東京国際見本市協会との
統合

統合に向けた協議・検討 実施

3 賃貸事業収入 126億円以上 117億円

42 (株)東京国際貿易センター △

40
(株)首都圏建設資源高度化セ
ンター ◎

41 東京熱供給(株) △

38 東京臨海高速鉄道(株) △

39 首都圏新都市鉄道(株) △

実績

37 多摩都市モノレール(株) ◎

目 標 値 実績 項　目 細 項 目

財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況
評価

指　標　名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名
団  体  名

成　果 費 用 対 効 果



1 年間入場者数 805,000人 1,082,257人 営業係数 105 88 減価償却前利益 83,000千円 208,171千円 事業の見直し 付帯事業収入の向上策 実施

2 イベント開催日数 100日 104日 社員１人当たり営業収入 63,000千円 65,085千円 経営責任の明確化 社長の充て職廃止及び常勤化 実施

3 付帯事業収入額 464,000千円 499,511千円

1 鉄道運輸収入 9,400百万円 9,069百万円 営業係数（償却前） 49.1 39.5 償却前営業利益 4,700百万円 5,309百万円 事業の見直し 今後の収支・資金計画の精査 実施

2 輸送人員 38,900千人 37,811千人
付帯事業収入に対する従業者人
件費負担割合

5.8% 5.0%
資金調達余力の向上（ﾃﾞｯﾄ・ｷｬﾊﾟｼ
ﾃｨ・ﾚｼｵ）

80.0% 78.3% 固有職員人事・給与制度
固有職員を対象とした独自人事
給与制度の導入

実施

3 安全運行の確保 無事故 無事故

4 付帯事業収入 175百万円 197百万円

1 3社ビル事業収益 2,200百万円 2,648百万円 社員1人当たりの3社ビル事業収益 66百万円 78百万円
3社合計営業利益
（都市基盤整備事業を除く）

3,300百万円 3,767百万円 固有社員の人事・給与制度 一時金に業績評価結果を反映等 一部実施

2 販売費及び一般管理費 380百万円 360百万円 経営責任の明確化 役員報酬に業績評価結果を反映 実施

3 事業の見直し 情報通信事業の再構築 実施

1 熱販売量 98.0万ＧＪ 92.8万ＧＪ 売上高に対する営業利益率 18.6% 22.9% 自己資本比率 35.7% 36.2% その他 危機管理体制の充実 実施

2 1人当たり熱販売量 46.9千ＧＪ 48.8千ＧＪ 経常利益 650百万円 956百万円 事業の見直し プラント運転委託の見直し 実施

3 事業の見直し
同業他社との比較による経営手
法の導入

実施

4
経営責任の明確化
固有社員人事・給与制度

都ＯＢ役員の65歳定年制の徹底
等

実施

5 情報公開等
インターネットを利用した情報公
開

実施

1
建設発生土の取扱土量
（広域利用事業）

95万㎥ 87万㎥ 人件費の対前年度削減率 3% 7.1% 当期利益 40百万円 83百万円 事業の見直し
㈱首都圏建設資源高度化セン
ターとの統合

実施

2
建設発生土の取扱土量
（リサイクル事業）

15万㎥ 36万㎥ 販売管理費 318百万円 268百万円

3 経常収支比率の確保 102% 104.6%

1 自社ビルの入居率 98% 99.6%
社員１人当たりの自社ビルのテナ
ント収入（東京都交通局からの支
払い分を除く）

71百万円 75百万円
不動産賃貸事業の営業費用におけ
る販管費比率

19% 17% 事業の見直し 事業別、ビル別会計方式の実施 実施

2
自動車整備事業における都派遣職
員数（14年度期首）

120人 118人 事業の見直し 顧客満足度調査の実施 実施

3 固有職員人事・給与制度 常勤嘱託職員の退職金廃止等 実施

1
大江戸線環状部残工事（汐留連絡
線を除く。）及び受託工事の進捗率

37% 38%
職員１人当たりの進捗率（工事）に
よる出来高

40百万円 42百万円
税引後当期利益
（累積欠損金の縮減）

1百万円 ▲1百万円 その他
今後の会社の事業計画の再構
築案をまとめる

実施

2 汐留連絡線工事の進捗率 11% 10%
借入金の13年度期末残高
（借入金の計画的償還）

6,669億円 6,437億円

3

項　目 細 項 目 実績実績 指 標 名 目 標 値 実績
団  体  名

成　果 費 用 対 効 果 財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

指　標　名 目 標 値

48 東京トラフィック開発(株) ◎

49 東京都地下鉄建設（株） ○

46 東京臨海熱供給(株) ○

47
(株)沿岸環境開発資源利用セ
ンター ○

44 (株)ゆりかもめ ○

45 (株)東京テレポートセンター ○

43 (株)東京スタジアム ◎

評価
実績 指 標 名 目 標 値



1 ホテル床からの収入額 1,900百万円 2,045百万円 社員１人当たり経常利益額 26百万円 26.8百万円 総資本経常利益率 2.5%以上 32.3% 経営責任の明確化
不動産関係などの社外取締役採
用

実施

2 ホテルを除く事務所床等の入居率 90%以上 98.46% 配当性向 60%以下 35.2% 固有職員人事・給与制度
退職金支給率の見直し、退職金
支給３年以上

実施

3 新規事業の達成率 65%以上 66% 自己資本比率 20%以上 18.0%

1
売上比率
（受託事業以外の受注拡大）

12.5%以上 16.3% 社員１人当たりの売上高
2,670万円

以上
2,999万円 経常収支比率 105%以上 103.8% 固有職員人事・給与制度 自己申告・業績評価制度の導入 一部実施

2 ISO9000Sの認証取得 50% 50% 販売費及び一般管理費比率 9.5%以下 7.2% 固有職員人事・給与制度 賞与に業績評価結果を反映 実施

3 測定機器等の技術開発 2件 2件 固有職員人事・給与制度
退職金の支給対象を在職3年以
上

実施

1 指名競争入札参加件数 2件 2件 社員１人当たりの経常利益額 1,300千円 1,984千円 自己資本比率 37% 36.4% 株式の売却 東京都の保有株式の一部売却 未実施

2 高度利用ｼｽﾃﾑの受注件数 9件 9件 経常収支比率 102.8% 103.3% 固有職員人事・給与制度 退職金支給対象を在職３年以上 実施

3
営業キャッシュフロー額
（税引後当期利益＋減価償却費）

22,400千円 25,537千円

1
汚泥含水率（汚泥処理施設の適正
な運転管理）

77.7%以下 77.6%
汚泥脱水処理1ﾄﾝ（Ds-t)当たりの
処理経費

16,257円
/Ds-t以下

14,761円/Ds-
t

経常収支比率 101.0%以上 103.6% 事業の見直し 自主事業の新規開拓 実施

2 自主事業比率 8%以上 14% 販売費及び一般管理費比率 6.3%以下 5.8% 事業の見直し 事業別収支状況の明確化 実施

3 固有職員人事・給与制度 定期昇給５５歳停止など 実施

細 項 目 実績
評価

指　標　名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績 指 標 名 目 標 値 実績
団  体  名

成　果 費 用 対 効 果 財　務 経 営 改 善 計 画 達 成 状 況

項　目

52 水道マッピングシステム(株) ○

53 東京都下水道サービス(株) ◎

50 東京都市開発(株) ◎

51 東京水道サービス(株) △


